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デジタルサイネージとは？

デジタルサイネージの例デジタルサイネージの例

トレインチャンネル 大型ビジョン

デジタルサイネージの例デジタルサイネージの例「デジタルサイネージ」とは、屋外や
店頭、交通機関など、一般家庭以外の場所に
おいてディスプレイなどの電子的な表示機器を
使って情報を発信するものである。（＊）

テレビや新聞、不特定多数の人を対象にした
マスメディア広告とは異なり、設置場所により
セグメント化されたターゲットに見てもらうこと

デジタル化・ネットワーク化
の進展

セグ ント化されたタ ゲットに見てもらうこと
ができ、広告としての効果が高くなると注目 さ
れている 。

OOHは“Out Of Home Media”の略、「家の

店舗内モニタ商業施設内モニタ
の進展OOHは Out Of Home Media の略、 家の

外のメディア」（商業施設内、店舗内等含む）
を指し、デジタルサイネージを含む、より広いメ
ディアである。

（＊）デジタルサイネージコンソーシアムHPより引用
htt // /di it l i j /
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http://www/digital-signage.jp/



デジタルサイネージ普及の市場規模予測

ハードの低廉化やコンテンツ制作・配信等を手がける専門業者の増加等に伴い、従来の紙メディア（ポス

ター・看板）に代わり、デジタルサイネージが導入・活用される場は着実に増加している。

デジタルサイネージは 広告媒体／販促媒体の位置付けが確立することで今後の市場拡大が見込まれるデジタルサイネ ジは、広告媒体／販促媒体の位置付けが確立することで今後の市場拡大が見込まれる

が、メディア化に向けた課題もある。
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出所：シード・プランニング 「デジタルサイネージ市場の現状と今後の方向性」
http://www.seedplanning.co.jp/press/2009/0106.html
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デジタルサイネージ普及の背景

デ
ジ
タタ
ル
サ
イ
ネ
ー

インフラコストの
低下

マーケティング環境
の変化

４マス媒体
シェア低下

ディスプレイ
配信サーバ

ー
ジ
の
普
及

低下 の変化

店頭マーケティン
グの重要性増大

通信
ネットワーク

及

●フレッツネクストのサービス開始 ●コンタクトポイントとして有効なＯＯＨメディア

●モバイルの加速度的な普及による消費者の●配信を手がける専門業者の増加

メディア接触パターンの多様化

●システム仕様・規格の標準化
●製品・ソリューション価格の低減化
●広告の取引基準の設定
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●広告の取引基準の設定

等により、さらに普及が加速する可能性



デジタルサイネージ普及のメディア特性

主なメディア接触場所
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(*)OOHとは「Out Of Home」の略



デジタルサイネージの広がり

個
別
シ

公共機関・大手企業
（銀行・証券会社・鉄道関連・大型商業施設）
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コミュニティ メディアとしての活用
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第４世代層

市場規模

コミュニティ・メディアとしての活用



デジタルサイネージの進化

ネットワーク/クロスメディア型ネットワーク/クロスメディア型

インターネット
配信統合管理

個別システム型

Ａ社

ＮＧＮ

Ａ社

ネットワーク

Ｎ社Ｂ社
Ｂ社

・・・

進化

クロスメディア

広域メディア化

標準化によ て複数システムが連結

広告・コンテンツビジネスが活性化
標準化

ネットワーク型

ネ
ッ

ト
ワ

サーバから専用端末にＮＷ経由で

標準化によって複数システムが連結

広告枠取引が可能に

デジタルサイネージ機器のNW対応・非対応比率

標準化による複数システムが連結ワ
ー

ク
化

サ バから専用端末にＮＷ経由で

コンテンツをダウンロード･ストリーム

コンテンツ運用・サーバ利用を月額

使用料で提供するＡＳＰサービスも

登場

（2007年店舗/商業施設）

6％
（1,800台）
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富士キメラ総研「デジタルサイネージ市場

総調査2008」 (p74)のデータを一部加工

個別システム型
機器単独で動作

コンテンツはＳＤカード等で手動

差し替え

94％
（28,200台）



デジタルサイネージコンソーシアム（ＤＳＣ）

ミッション ・デジタルサイネージ産業が直面する課題の解決と新市場の創出
・生活シーンにおけるサイネージ経験価値の向上

目標 ・2015年に１兆円規模の産業とする。目標 2015年に１兆円規模の産業とする。
・日本を世界一のサイネージ大国とする

役員 理事長： 中村伊知哉（慶應義塾大学大学院教授）
副理事長： 阿良田 剛（三菱電機株式会社）副理事長： 阿良田 剛（三菱電機株式会社）

川添 雄彦（日本電信電話株式会社）
窪田 賢雄（パナソニック株式会社）

専務理事： 伊能 美和子（日本電信電話株式会社 研究企画部門 担当部長）
常務理事： 江口 靖二（デジタルメディアコンサルタント）常務理事： 江口 靖二（デジタルメディアコンサルタント）
理事： 石戸 奈々子（デジタルサイネージコンソーシアム事務局長）

尾崎 常道（株式会社ネクストウェーブ代表取締役社長）
小野打 恵（株式会社ヒューマンメディア代表取締役社長）
辻 輝（株式会社博報堂エンゲージメントビジネス局マネジメントプランニングディレクター）辻 輝（株式会社博報堂エンゲ ジメントビジネス局マネジメントプランニングディレクタ ）
引場 純一（株式会社スペースシャワーネットワーク）
堀 宏明（株式会社電通 アウト・オブ・ホーム・メディア局 局長）
吉田 勝広（株式会社オリコム メディア本部 クロスメディア戦略室 室長）

設立時期 2007年6月25日

会員企業数 2009年12月現在 168社
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URL http://www.digital-signage.jp/ 「デジタルサイネージコンソーシアム」と検索



ＤＳＣの主な活動内容

勉 強 会：月1回開催（原則第1水曜日午後）
デジタルサイネージに関する内外 新動向のプレゼンテーションを実施。

部 会：デジタルサイネージがメディアとして発展していくために必要な条件についてテーマ
設定し、会員有志による討議により、課題解決のための方策を提示していく。
・システム部会シ テ 部会
・指標部会
・プロダクション部会
・ロケーション部会

調査研究会： デジタルサイネージ産業が直面する課題の解決と新市場の
創出、生活シーンにおけるサイネージ経験価値の向上をミッ
ションとする総合的な調査研究を、委嘱されたコンソーシアムシ とする総合的な調査研究 、委嘱された シ
会員と外部有識者による討議により行なう。

特別協力等：デジタルサイネージ関連イベントへの協力による啓発活動の実施。
リテ ル デジタルサイネ ジ2009（2008 3開催）・リテール・デジタルサイネージ2009（2008.3開催）

・デジタルサイネージ・ジャパン2009（2009.6開催）
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ＤＳＣシステム部会の検討領域

目 的：配信・端末の共通技術指針の策定 システム面・技術面からの市場牽引
目 標：「未来のデジタルサイネージ」を想起できるビデオクリップの制作
幹事会社：ＮＴＴ、パナソニック幹事会社 、 ナソ ック
運営方法：未来のデジタルサイネージシステムついての議論を月1回程度を実施
実 績：システムガイドラインVer.1.0リリース（2008.10）

システムガイドブックVer.1.0リリース（2009.6）

拠点A
端末

コンテンツ

配信
システム

ネットワーク
拠点B
端末

メタデータ
システム

制作
既存

メディア

拠点C
端末広告

運用
オペレーション

モバイル
端末
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ＤＳＣ指標部会の検討領域

目 的：広告、販促媒体の如何を問わず、 商取引の元になる共通媒体指標の策定作成
目 標：他メディアの指標のベンチマーク、デジタルサイネージの指標の要素の洗い出し
幹事会社：彩ネットアド、寒山、ビデオリサーチ、スペースシャワー幹事会社 彩ネットアド、寒山、 デオリサ チ、 シャワ
運営方法：「ＡＩＣＣＩＴＥ（アイシテ）の法則」 をベースに月1回を基本として議論を実施
実 績：指標ガイドラインＶｅｒ．1.0発表（2009.1）

指標の視点、「ＡＩＣＣＩＴＥ（アイシテ）の法則」を提唱（2009.6）

拠点A
端末

コンテンツ

配信
システム

ネットワーク
拠点B
端末

メタデータ
システム

制作
既存

メディア システム
ネットワ ク

端末

拠点C運用

システム
制作メディア

拠点C
端末広告

運用
オペレーション

モバイル
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モバイル
端末



ＤＳＣプロダクション部会の検討領域

目 的：デジタルサイネージならでは、のコンテンツの研究と制作環境の整備
目 標：デジタルサイネージコンテンツの制作コストの低減化を目指した事例研究

著作権処理ルールの確立のための勉強会の実施著作権処理ル ルの確立のための勉強会の実施
幹事会社：ニューフォリア、ブロスタＴＶ
運営方法：コンテンツＷＧと著作権ＷＧに分かれて各ＷＧごと月1回程度議論を実施
実 績：デジタルサイネージプレアワードの実施（2009.6）
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Copyright(c) 2010日本電信電話株式会社11

モバイル
端末



ＤＳＣロケーション部会の検討領域

目 的：ロケーションごとにふさわしいデジタルサイネージのモデル策定

目 標：デジタルサイネージの現況調査、情報整備
ロケーションごとに異なるデジタルサイネージの成功要件の分析
法令等を意識したデジタルサイネ ジの設置課題についての検討法令等を意識したデジタルサイネージの設置課題についての検討

幹事会社：オリコム、シスコシステムズ
運営方法：秋葉原ＷＧ、六本木ＷＧ、ロケーションＤＢＷＧ、パーソナルサイネージＷＧに分かれ

て各ＷＧごと月1回程度議論を実施各 月 回程度議論 実施
実 績：秋葉原にてデジタルサイネージによる誘導実験を実施（2009.12）

拠点Aコンテンツ

配信
ネットワーク

拠点B

端末
コンテンツ

メタデータ
制作

既存
メデ ア システム

ネットワ ク
端末

拠点C
端末広告

運用

システム
制作メディア

端末広告 オペレーション

モバイル
端末
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新たな地域コミュニティ・メディアの誕生

４マスメディア

インターネット インターネット

デジタルサイネージ【現在】

携帯電話（iモード）

デジタルサイネージ【現在】

商業施設・オフィス・学校 外出先 家庭交通

【将来】 デジタルサイネージ：情報提供のための社会インフラ

地域

【将来】 デジタルサイネ ジ：情報提供のための社会インフラ

地域を支え、ビジネスを元気にする、
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安心・安全なユビキタスメディアの誕生



安心・安全なユビキタスメディア実現にむけての課題

○デジタルサイネージは、「通信・放送の融合」を体現できるまったく新たなメディア。

しかし、2015年に一兆円の産業としていくためにはいくつかの課題がある。

1.コンテンツの課題

・不特定多数の目に触れる情報提供形態であるため、倫理面や景観への配慮が不可欠。

・移動しながら目にするという特性から、コンテンツは、従来の放送と同じでは効果的ではない。移動しながら目にするという特性から、コンテンツは、従来の放送と同じでは効果的ではない。

これから大いに開発の余地がある。新たな著作権の処理ルールの確立が必要。

2.プラットフォームの課題

設置環境 メディア所有者 ハ ド システム コンテンツ基準がバラバラ・設置環境、メディア所有者、ハード・システム、コンテンツ基準がバラバラ。

それを一括管理し、仮想的に一つのメディアとして扱うための、システム仕様の標準化、プラットフォーム

の整備が必須。

・デジタルサイネージと他のメディアとの連携によって行動動線を追いかけながら、心地良く情報提供を

することが必要。テレビや携帯とのクロスメディアをシームレスに実現できる、メタデータの整備が望まれる。

3.伝送インフラの課題

・「通信」と「放送」という法制度上の違いを越えて 場所や状況にあった伝送手段をリーズナブルにかつ通信」と 放送」という法制度上の違いを越えて、場所や状況にあった伝送手段をリ ズナブルにかつ

自由に選ぶことができる環境作りが必須。携帯の位置情報を元に、その場にいる人の特性にあった情報を

提供したり、災害時には視聴者を安全に誘導するなど仕組みの提供が求められる。
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デジタルサイネージの国際競争力強化に向けて

海外のデジタルサイネージ関連団体の動向

○「デジタルサイネージ協会（Digital Signage Association）」（アメリカ）

メンバー：300社以上（広告会社やディスプレイメーカー、コンテンツ作成会社、通信事業者他、7 Eleven、Polo Ralph Lauren、Best Buy、
B k f A i U S P t l S i U S N 等）Bank of America、U.S. Postal Service、U.S. Navy等）

目 的：ユーザー企業とベンダーが一丸となってデジタルサイネージのベストプラクティスを生み出し、世界に展開する。

○「OVAB （Out-of-home Video Advertising Bureau）」（アメリカ）

メンバー：30社（デジタルサイネージ媒体会社他 Cisco サムスン NECディスプレイソリューションズ等）メンバー：30社（デジタルサイネージ媒体会社他、Cisco、サムスン、NECディスプレイソリューションズ等）

目 的：広告主、広告代理店等に広告媒体としてのデジタルサイネージの普及啓発を図る。広告メディアに求められる指標の策定を実
施。 （2008年10月）

○ 「OVAB Europe」（ドイツ） 各団体とも、システムの標準化を議論、

メンバー：12社（ＩＢＭドイツ、フィリップス、SCALA等）

世界のデジタルサイネージ関連団体

技術検証までは実施していないと考えられる。

DSA

OVAB
DSC

OVAB Eu

日本が世界に向けて、

デジタルサイネージの

基盤技術を発信できる
DSC

基盤技術を発信できる

可能性がある！
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